
様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

69

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

2１団体
景観行政
団体数
（累計）

24団体 26団体 28団体 30団体

→
県

市町村

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

15,352 8,787 県単等

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

15,733 県単等

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　市町村の景観行政団体への移行を促進し、市町村と地域が風景・まちなみ景観の方向
性を共有する場の設定やそのプロセスなど、地域資源を活用した景観計画や行動計画
等詳細計画の策定を促進する。

担当部課 土木建築部　都市計画・モノレール課

1-(6)-ア 沖縄らしい風景づくり施策展開

施策

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

(施策の小項目) ○市町村の景観行政団体への移行

○各地域が有する自然、歴史、風土等を生かした沖縄らしい良好な景観の形成に向け
ては、市町村や地域住民が方向性を共有し、主体的に参画できる仕組みの構築が不可
欠である。

対応する
主な課題

平成28年度計画

景観形成推
進事業

　市町村の景観行政団体への移行促進に向けて
の助言等を11団体に対して行った。

活動指標名

景観行政団体数 28団体 31団体

事業名 活動内容

景観形成推
進事業

　市町村の景観行政団体への移行促進及び景観計画策定に
向けての助言等を行う。
　景観行政団体数の計画値は30団体となっている。

①良好な景観創出のための仕組みづくり

沖縄らしい風景づくり推進事業

順調

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　県内景観行政団体数は、平成27年度の計画値28団体に対して実績値31団体と順調に
進んでいる。
　平成27年度は、豊見城市及び伊江村が新たに景観行政団体となったが、景観行政団
体が増えることにより、各地域に適した景観施策が実施されることとなる。

推進状況

実績値

景観行政団体移行促進、景観計画策定支援



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

21団体
（23年）

31団体
（27年）

30団体 10団体 ―

傾向 全国の現状

17市町村
（25年）

21市町村
（26年）

26市町村
（27年）

 ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

①景観行政団体、景観行政団体移行に向け取り
組んでいる又は取り組む予定の市町村職員を対
象とした景観行政コーディネーター研修を６回開
催し、景観に対する知識習得を図った。

市町村景観行政団体数

成果指標

平成27年度の取組改善案 反映状況

①市町村の景観行政団体への移行に係る法的な
手続きや、良好な地域景観の形成について助言等
を行うことで、市町村における景観基礎調査等の
取組を促進し、景観行政団体への移行の支援を行
う。

景観計画策定市町村数

・取組は順調に進捗しているが、更なる向上に向け、市町村との連携体制の強化及び市町村職員の
景観に対する知識習得を図るため、景観行政コーディネーター研修を引き続き開催する必要がある。

・各地域が有する自然、歴史、風土等を生かした沖縄らしい良好な景観の形成に向けて市町村や地域
住民が方向性を共有し、主体的に参画できる仕組みの構築のため、市町村の景観行政団体への移行
に係る法的な手続きや、良好な地域景観の形成について助言等を行うことで、市町村における景観基
礎調査等の取組を促進し、景観行政団体への移行の支援を行う必要がある。

　豊見城市及び伊江村が新たに景観行政団体となったことで、平成27年度末の市町村景観行
政団体数は31団体と前年度と比較して２団体の増加となった。これまでの取り組みの効果によ
り、計画どおり景観行政団体数は増加しており、平成27年度にH28目標値は達成済みである。

○内部要因
・県関係課と連携を図りながら市町村を支援する必要がある。

○外部環境の変化
・近年、座間味村と渡嘉敷村の国立公園指定や、やんばる地域の国立公園指定に向けた取り組み等
により、市町村の景観に対する意識が高まりつつある。

参考データ 沖縄県の現状・推移



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

69

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

９市町村
景観計画
（累計）

３地区
景観地区
（累計）

15市町村

５地区

20市町村

７地区

25市町村

９地区

30市町村

11地区
→

県
市町村

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

15,352 8,787 県単等

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

15,733 県単等

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　市町村と地域が風景・まちなみ景観の方向性を共有する場の設定やそのプロセスな
ど、地域資源を活用した景観計画や行動計画等詳細計画の策定を促進し、景観地区指
定に向けての支援を行う。

担当部課 土木建築部　都市計画・モノレール課

1-(6)-ア 沖縄らしい風景づくり施策展開

施策

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

(施策の小項目) ○市町村の景観計画等策定支援

○各地域が有する自然、歴史、風土等を生かした沖縄らしい良好な景観の形成に向けて
は、市町村や地域住民が方向性を共有し、主体的に参画できる仕組みの構築が不可欠
である。

対応する
主な課題

平成28年度計画

景観形成推
進事業

　市町村の景観計画策定に向けての助言等を16
市町村に対して行い、景観地区指定に向けての助
言等を２市１村に対して行った。

活動指標名

５地区

景観計画

景観地区 ９地区

25市町村 26市町村

事業名 活動内容

景観形成推
進事業

　市町村の景観計画・景観向上行動計画の策定及び景観地区
の指定に係る助言等を行う。
　景観計画策定の計画値は30市町村、景観地区の計画値は11
地区となっている。

①良好な景観創出のための仕組みづくり

沖縄らしい風景づくり推進事業

やや遅れ

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　本取組の実施により、景観計画について、平成27年度の計画値25市町村に対して実績
値26市町村と順調に進んでいる。景観地区については、計画値９地区に対して実績値５
地区とやや遅れている。
　各地域で景観計画が策定されることにより、地域に適した景観施策が実施される。ま
た、景観地区が指定されることにより、統一された良好な景観が形成される。

推進状況

実績値

景観計画・景観向上行動計画の策定支援

景観地区指定の支援



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

３地区
（23年）

５地区
（27年）

10地区 ２地区 ―

傾向 全国の現状

17市町村
（25年）

21市町村
（26年）

26市町村
（27年）

 ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

①景観地区指定に向けての助言等を２市１村に対
して行った。また、２市２町に対して県内外の風景
づくりアドバイザーを５回派遣し、景観計画策定等
に向けた支援を行った。

景観地区数

成果指標

平成27年度の取組改善案 反映状況

①市町村との連携強化を図るため意見交換を密に
行い、市町村における景観まちづくりに関する取り
組み（地域住民を対象とした講演会や勉強会等）に
県内外の景観有識者を派遣するなど、景観地区の
指定に向けた支援を行う。

景観計画策定市町村数

・市町村が地域住民を対象とした講演会や勉強会等を開催する際に、風景づくりアドバイザーを派遣す
るなど支援に務め、地域住民の景観に対する関心度を向上させることで、景観地区の指定等に向けた
合意形成が図れるよう取り組んでいく必要がある。

・市町村との連携強化を図るため意見交換を密に行い、市町村における景観まちづくりに関する取り組
み（地域住民を対象とした講演会や勉強会等）に県内外の風景づくりアドバイザーを派遣するなど、景
観地区の指定等に向けた支援を行う。

　平成23年度の景観地区数は３地区（基準値）であったが、人材育成や技術研究開発など、これ
までの取り組みの効果により平成27年度にうるま市及び浦添市の２地区（改善幅）が新たに景
観地区に指定されたため、現状値は５地区となっている。現在、読谷村やうるま市等において
も、景観地区指定に向けた取り組みが進捗していることから、H28目標値の10地区は達成できる
見込みである。

○内部要因
・景観計画策定及び景観地区指定に向けて、地域住民との合意形成を図る市町村へ的確な助言・支援
を行う必要がある。

○外部環境の変化
・景観計画は市町村主導により策定可能だが、景観地区の指定にあたっては地域住民との合意形成
が必要なため、市町村は地域住民の景観に対する関心度を向上させる必要がある。

参考データ 沖縄県の現状・推移



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

70

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

０件
景観アセス
数（累計）

１件 ４件 ７件 10件

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

74,364 73,904
一括交付

金
（ソフト）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

52,100
一括交付

金
（ソフト）

①良好な景観創出のための仕組みづくり

沖縄らしい風景づくり推進事業

順調

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　景観アセス数について、平成27年度の計画値７件に対して実績値22件（累計）の試行
運用となっており、平成29年度からの本格運用に向けて順調に進捗している。
　景観評価システムの試行により、現在実施している公共事業について景観の配慮がな
され、質の高い公共空間が創出される。

推進状況

実績値

７件 22件

事業名 活動内容

沖縄らしい
風景づくり推

進事業

　道路・河川・営繕・港湾・海岸事業等の分野における試行運
用、海岸事業の景観チェックリストの解説書作成、道路・河川・
営繕事業等の景観実践研修（対象者：県技術系職員、民間技
術者等）を実施する。

(施策の小項目) ○景観評価システムの構築

○風景づくり、景観形成を推進するにあたって、良質な公共空間の創出により地域の景
観形成を先導するとともに、良質な景観形成に関する専門的な知識を有する人材育成や
技術開発を行う必要がある。

対応する
主な課題

平成28年度計画

沖縄らしい
風景づくり推

進事業

　Ｈ24年度作成の景観評価システム案に基づき、
道路３事業・河川２事業・営繕４事業・港湾１事業
の試行運用を実施し、営繕事業の景観チェックリ
スト解説書（詳細）及び港湾事業の景観チェックリ
スト解説書を作成した。

活動指標名

景観アセス数（累計）

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　良質な公共空間の創出を目的として、景観アセスメントや社会実験、実証実験、アン
ケート等により、良好な景観形成による効果を検証するとともに、沖縄らしい風景づくりに
適正に反映する。

担当部課 土木建築部　都市計画・モノレール課

1-(6)-ア 沖縄らしい風景づくり施策展開

施策

景観アセスメント構築、実施景観アセスメント構築、実施



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

０件
（23年）

22件
（27年）

10件
（28年）

22件 ―

傾向 全国の現状

― ― ― ― ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

参考データ 沖縄県の現状・推移

平成27年度の取組改善案 反映状況

①地域に対して景観向上に関する技術的・制度的
アドバイスを行い、また、景観に配慮した建築、土
木、造園等の設計・施工を行う人材を育成するた
め、県外の専門家による講習会を実施する。（対
象：道路・河川・営繕等の県内コンサルタント及び
県事業担当者、開催回数：道路・河川・営繕 各１日
×２回程度）

―

・県内建設産業の活性化及び円滑な景観評価システムの実施に向けて、県内コンサルタントに景観に
対する技術を習得させる必要があるため、景観設計ができる専門家の育成に向けた検討が必要であ
る。

・景観評価システムの円滑な運用に向け、景観検討の前年度から事業課との連携強化を図る。また、
引き続き景観に配慮した建築、土木、造園等の設計・施工を行う人材を育成するため、県外の専門家
等による研修会を実施する。（対象：道路・河川・営繕分野等の県内コンサルタント及び県事業担当
者、開催回数：道路・河川・営繕等 各１日×２回程度）

　平成25年度に道路事業から試行運用を開始し、平成27年度まで河川・営繕・港湾など事業分
野を拡充しながら試行運用を実施することで、景観アセスメント数の現状値（改善幅）は22件と
なっている。各事業の試行により景観評価システム案を精査し、景観設計事例集や景観チェッ
クリストの解説書等の策定を行っており、目標値をすでに達成している。

○内部要因
・景観評価システムの対象となる事業について、事前に事業課と連携し、円滑な事業執行を図る必要
がある。

○外部環境の変化
・平成27年度までに実施した試行事業における設計者等から判断すると、県内は景観設計の十分な
経験及び技術力をもつコンサルタントが少なく、県内技術者の育成なしでは景観評価システムの本格
運用に支障をきたすことが分かってきている。

景観アセスメント数（累計）

成果指標

①道路・河川・営繕分野の県内コンサルタント及び
県事業担当者を対象とした研修会を実施した。
（開催回数：道路・河川・営繕 各１日×２回）



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

70

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体
プログラム
作成

300人
講習修了数

プログラム
作成

技術研究数 ３件（累計）

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

74,364 73,904
一括交付

金
（ソフト）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

52,100
一括交付

金
（ソフト）

①良好な景観創出のための仕組みづくり

沖縄らしい風景づくり推進事業

順調

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　講習修了数は、平成27年度の計画値300人に対して実績値567人、技術研究開発数は、計画値
１件に対して実績値１件と計画どおり進んでいる。
　風景づくりに係る人材育成及び沿道景観向上に係る建築技術等研究開発（雑草繁茂抑制策及
び除草作業効率化等）が実施されることにより、地域景観の技術的課題解決や良好な景観形成
に必要な人材が育成され、沖縄らしい風景づくりに寄与する。

推進状況

300人 567人

沖縄らしい風
景づくり推進

事業

　風景づくりに係る人材育成（計画値300人）及び沿道景観向上に係
る建築技術等研究開発（計画値１件）を実施する。

技術研究開発数 １件

事業名 活動内容

(施策の小項目) ○風景づくりリーダー育成とモノづくりの促進

○風景づくり、景観形成を推進するにあたって、良質な公共空間の創出により地域の景観形成を
先導するとともに、良質な景観形成に関する専門的な知識を有する人材育成や技術開発を行う必
要がある。

対応する
主な課題

平成28年度計画

沖縄らしい
風景づくり推

進事業

　平成24年度に策定した「沖縄の風景づくりに係る人材
育成計画」に基づき、風景づくりサポーター、地域景観
リーダー（地域住民）及び景観行政コーディネーター
（市町村職員）の育成として講習会等を開催した。
　また、沿道景観向上に係る建築技術等研究開発（雑
草繁茂抑制策及び除草作業効率化等）を実施した。

活動指標名

１件

講習修了数

計画値

事業名 活動内容

取組内容

年度別計画
→

実績値

県

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　良好な景観創出のための仕組みづくりを目的として、風景・まちなみの再生を先導する地域に根
ざした風景づくりリーダー等の育成や亜熱蒸暑地域沖縄の気候風土に適した技術研究開発を実
施する。

担当部課 土木建築部　都市計画・モノレール課

1-(6)-ア 沖縄らしい風景づくり施策展開

施策

主な取組

地域景観形成人材育成
（地域人材、地域を支援・景観を形成する専門家の育成）

技術研究開発（地場産材品質向上、景観創出新技術開発等）



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

３地区
（23年）

５地区
（27年）

10地区 ２地区 ―

傾向 全国の現状

17市町村
（25年）

21市町村
（26年）

26市町村
（27年）

 ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

沖縄県の現状・推移

平成27年度の取組改善案 反映状況

①育成された人材が活動できる機会、場を創出す
るため、地域景観協議会等の設立に向け、市町村
及び地域住民との協議を行っていく。

②景観向上に係る技術開発の実施にあたっては、
有識者や行政委員で構成される検討委員会から
の助言等を踏まえながら、適正な進行管理を図り、
本県の景観向上に資する新しい効果が得られるよ
う取り組んでいく。

景観計画策定市町村数

・沿道景観向上に係る技術研究開発について、効率的な雑草抑制と景観向上の両立が経済性の観点
から重要であることから、道路維持管理業務の発注形態やイニシャルコストとランニングコストを含め
たトータルコスト等の検討を行う必要がある。

参考データ

成果指標

①人材育成においてワークショップを６回（６地区）
開催するなど、地域の風景づくり活動を行う地域
景観協議会設立等に向けた地域支援を行った
が、協議会の設立までには至っていない。

②有識者及び行政委員で構成される検討委員会
を３回開催し、当該委員会での意見等を踏まえな
がら沿道景観向上に係る技術研究開発を実施し
た。

・育成された人材が活動できる機会、場を創出するため、各地区でワークショップを開催するなど、地
域景観協議会設立に向け引き続き取り組んでいく。

・沿道景観向上に係る技術研究開発について、検討委員会での助言等を踏まえながら、道路維持管
理業務の発注形態やイニシャルコストとランニングコストを含めたトータルコスト等の検討を行う。

○内部要因
・沿道景観向上に係る技術研究開発においては、植物の専門家のみならず、ランドスケープや景観デ
ザイン、道路設計などの専門家を交え、多角的な検討を行う必要がある。

○外部環境の変化
・多くの地域住民は、風景・まちなみづくりへの関心が低いとの市町村からの意見もあり、地域景観協
議会の設立には至っておらず、風景づくりに係る人材育成後、育成された人材が活動を実施できる体
制が整備されていない。

・経済的な制約の下、植栽等の効率的な維持管理と美観維持に貢献する景観形成を両立させることが
重要である。

景観地区数

　平成23年度の景観地区数は３地区（基準値）であったが、人材育成や技術研究開発の実施な
ど、これまでの取り組みの効果により、平成27年度にうるま市及び浦添市の２地区（改善幅）が
新たに景観地区に指定されたため、現状値は５地区となっている。現在、読谷村やうるま市等に
おいても、景観地区指定に向けた取り組みが進捗していることから、H28目標値の10地区は達
成できる見込みである。



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

70

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

３地区
景観地区
数（累計）

５地区 ７地区 ９地区 11地区

→
県

市町村

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

15,352 8,787 県単等

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

15,733 県単等

施策展開

施策

(施策の小項目)

９地区 ５地区

計画値

事業名 活動内容

○質の高い公共空間の創造

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　道路や沿道空間の緑化、無電柱化等に加え、公園・緑地等整備により、花と緑にあふ
れ、潤いのある公共空間の形成に取り組むとともに、市町村における景観地区の指定に
向けた支援を行う。

担当部課 土木建築部　都市計画・モノレール課

1-(6)-ア 沖縄らしい風景づくり

主な取組

年度別計画

取組内容

○各地域が有する自然、歴史、風土等を生かした沖縄らしい良好な景観の形成に向け
ては、市町村や地域住民が方向性を共有し、主体的に参画できる仕組みの構築が不可
欠である。

対応する
主な課題

平成28年度計画

景観形成推
進事業

　景観地区指定に取り組んでいる２市１村に対し
て、指定に係る助言等を行った。

活動指標名

景観地区

実績値

事業名 活動内容

景観形成推
進事業

　景観地区指定に取り組んでいる10市町村19地区に助言等を
行う。

②景観資源の保全・再生・利用

沖縄らしい風景づくり推進事業

やや遅れ

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　景観地区について、地域住民との合意形成に至っていないため、計画値９地区に対し
て実績値５地区となっているが、読谷村で２地区、うるま市で１地区が新たな景観地区指
定の見込みがあることから、やや遅れと判定した。

推進状況

路地空間創造支援（狭あい道路の修景等）

統一景観の創造（外壁塗装、壁面緑化等）

沖縄型雁木等公共空間の質的改善



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

３地区
（23年）

５地区
（27年）

10地区 ２地区 ―

傾向 全国の現状

17市町村
（25年）

21市町村
（26年）

26市町村
（27年）

 ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

成果指標

平成27年度の取組改善案 反映状況

①市町村との連携強化を図るため意見交換を密に
行い、市町村における景観まちづくりに関する取り
組み（地域住民を対象とした講演会や勉強会等）に
県内外の景観有識者を派遣するなど、景観地区の
指定に向けた支援を行う。

①景観地区指定に向けての助言等を２市１村に
対して行った。また、２市２町に対して県内外の風
景づくりアドバイザーを５回派遣し、景観地区指定
等に向けた支援を行った。

景観計画策定市町村数

・市町村が地域住民を対象とした講演会や勉強会等を開催する際に、風景づくりアドバイザーを派遣
するなど支援に務め、地域住民の景観に対する関心度を向上させることで、景観地区の指定に向けた
合意形成が図れるよう取り組んでいく必要がある。

・引き続き、市町村との連携強化を図るため意見交換を密に行い、市町村における景観まちづくりに関
する取り組み（地域住民を対象とした講演会や勉強会等）に県内外の風景づくりアドバイザーを派遣す
るなど、景観地区の指定に向けた支援を行う。

○外部環境の変化
・景観地区の指定にあたっては地域住民との合意形成が必要なため、市町村は地域住民の景観に対
する関心度を向上させる必要がある。

○内部要因
・景観地区の指定に向けて、地域住民との合意形成を図る市町村へ的確な助言・支援を行う必要があ
る。

　平成23年度の景観地区数は３地区（基準値）であったが、人材育成や技術研究開発など、こ
れまでの取り組みの効果により平成27年度にうるま市及び浦添市の２地区（改善幅）が新たに
景観地区に指定されたため、現状値は５地区となっている。現在、読谷村やうるま市等において
も、景観地区指定に向けた取り組みが進捗していることから、H28目標値の10地区は達成でき
る見込みである。

景観地区数

参考データ 沖縄県の現状・推移



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

70

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体
０ｋｍ
整備延長

１河川
水辺環境の再
生に取り組む
河川数

約４．７ｋｍ
(累計）

２河川
（累計） → 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

5,160,066
(2,030,807)

2,715,795
(1,646,114)

一括交付
金

（ハード）

整備延長 3.7km 3.4km

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　護岸に自然石を使用する等、環境・景観に配慮した多自然川づくりにより、河川の水辺
環境の保全・再生を図り、良好な水辺環境・景観を創出する。

担当部課 土木建築部　河川課

1-（6）-ア 沖縄らしい風景づくり施策展開

施策

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

(施策の小項目) ○景観・環境・利用に配慮した河川・海岸、公園等の整備

○河川や海岸などの水辺は、水と緑の貴重な空間や憩いの場としてのニーズが高まっ
ているとともに景観を構成する重要な要素であることから、良好な水辺環境・景観の創出
が求められている。

対応する
主な課題

沖縄振興公共
投資交付金（河
川）社会資本整
備総合交付金

（河川）

　国場川、小波津川など20河川にて、環境・景観
に配慮した多自然川づくりにむけた用地補償及び
護岸工事等を行った。また、奥川にて水辺環境の
再生に向けた環境調査等を行った。

活動指標名

水辺環境の再生に取り組む河川数 2河川 1河川

　平成27年度までの整備延長は計画値3.7kmに対し、3.4kmとなっている。また奥川で水
辺環境の再生に取り組んでいる。このような河川整備により、河川環境・景観の創出、及
び住民の河川に対する美化意識及び地域イメージの向上が見込まれる。

推進状況

実績値

②景観資源の保全・再生・利用

自然環境、景観に配慮した河川の整備

順調

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

治水対策としての多自然川づくり

河川の水辺環境の再生（リュウキュウアユの復元等）



様式１（主な取組）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

5,555,788
(2,383,191)

一括交付
金

（ハード）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

63.2%
（23年）

65.2％
（27年）

66.0％
（28年）

2.0ポイント ―

傾向 全国の現状

― ― ― ― ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

①地元住民の理解と協力を得て事業が円滑に行
われるよう、昨年度に引き続き、地元市町村及び
自治会への事業説明会を9回行い、長期間に及ぶ
河川整備事業に対する理解の深化を図った。
②自然環境に配慮した河川の整備が円滑に行わ
れるよう、農林部局（国、県）と調整会議を2回行
い、情報の交換を行った。

平成28年度計画

自然環境に配慮した河川整備の割合

事業名 活動内容

沖縄振興公共
投資交付金（河
川）社会資本整
備総合交付金

（河川）

　国場川、小波津川など20河川にて、環境・景観に配慮した多
自然川づくりにむけた用地補償及び護岸工事等を行う。また、
奥川にて水辺環境の再生に向けた環境調査等を行う。

成果指標

平成27年度の取組改善案

①長期間に及ぶ河川整備に対する地元住民の理
解と協力を得るため、引き続き事業説明会やワー
クショップを開催する。
②河川水質の維持・改善や河川近隣の整備等に
ついて、農林・海岸・港湾・砂防事業者等、関係機
関と引き続き連携をとりながら事業を進める。

―

・河川整備だけで、河川環境が再生され、回遊性生物等の復元を図れるものではないため、農業事業
等と連携した流域全体を含めた取組が必要である。

・河川整備は、事業効果をあげるには多大な期間を要するため、引き続き地元住民の事業に対する理
解と協力を得る必要がある。

・河川水質の維持・改善や河川近隣の整備等について、農林・海岸・港湾・砂防事業者等、関係機関と
引き続き連携をとりながら事業を進める。

・長期間に及ぶ河川整備に対する地元住民の理解と協力を得るため、引き続き事業説明会やワーク
ショップを開催する。

　河川の水辺環境の保全・再生に向けて、平成26年度は20河川にて用地補償及び護岸工事等
を行った結果、自然環境に配慮した河川整備の割合は2.0ポイントの改善が見られた。引き続き
事業の推進を図ることで、成果指標のH28目標値を達成出来る見込みである。

○内部要因
・河川環境を再生し、回遊性生物等を復元するためには、流域全体で環境を再生する必要がある。

○外部環境の変化
・河川整備は、下流側から整備するという事業の特殊性から、事業効果をあげるには多大な期間を要
する。

参考データ 沖縄県の現状・推移

反映状況



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

70

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

約5.9km
整備延長

約8.9ｋｍ
（累計）

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

88,379
(88,379)

88,379
(88,379)

内閣府
計上

237,902
(62,902)

108,283
（62,902）

一括交付金
（ハード）

28,000 8,954
内閣府
計上

197,956
(197,956)

197,956
（197,956)

内閣府
計上

408,570
（117,241)

303,837
（117,241)

一括交付金
（ハード）

港湾海岸事
業費

　伊是名村の仲田港海岸Ⅱ地区（L=143m）において、
水叩きの整備により歩行しやすく利用者に配慮した海
岸整備を行った。

港湾海岸老
朽化対策事

業費

　中城湾港(豊原地区)（L=120m）等において、水叩きの
整備により歩行しやすく利用者に配慮した海岸整備を
行った。

②景観資源の保全・再生・利用

景観・親水性に配慮した海岸の整備

順調

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　平成27年度に約0.4km整備し、延べ約8.4kmの整備延長となり、概ね年度計画通り取組
を推進しており、良好な水辺環境･景観の創出が図られた。

推進状況

実績値

約8.5km 約8.4km

(施策の小項目) ○景観・環境・利用に配慮した河川・海岸、公園等の整備

○河川や海岸などの水辺は、水と緑の貴重な空間や憩いの場としてのニーズが高まっ
ているとともに景観を構成する重要な要素であることから、良好な水辺環境・景観の創出
が求められている。

対応する
主な課題

海岸整備費
　名護市の嘉陽海岸(L=37m）等において、自然石を用
いた石積み護岸の整備により、良好な水辺環境・景観
の創出を図った。

活動指標名

整備延長（累計）

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

海岸事業費
　北谷町の宮城海岸(L=117m）において、直立護岸から
石積式護岸に改修し、良好な水辺環境・景観の創出を
図った。

海岸老朽化
対策事業費
（防災･安全）

　宜野湾市の伊佐海岸（L=300m)において、良好な水辺
環境・景観に配慮した護岸の設計を行った。

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　良好な水辺環境・景観の創出のため、自然石を用いた石積み式護岸、傾斜式護岸な
ど、景観･親水性に配慮した海岸の整備を行う。

担当部課 土木建築部　海岸防災課

1-(6)-ア 沖縄らしい風景づくり施策展開

施策

利用者に配慮した海岸整備（傾斜式護岸や階段工・スロープなど)



様式１（主な取組）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

245,619
（129,619）

一括交付金
（ハード）

52,046
（19,046）

内閣府
計上

328,197
（104,697)

一括交付金
（ハード）

45,000
一括交付金

（ハード）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

4,850ｍ
（23年）

8,351m
（27年）

8,940m 3,501m －

傾向 全国の現状
－ － － ― －

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

港湾海岸老
朽化対策事

業費

　中城湾港(豊原地区）(L=220m）等について、良好な水辺環境・景観
の創出を図る。

海岸老朽化
対策事業費
(防災･安全）

　宜野湾市の伊佐海岸（L=300m）等について、良好な水辺環境・景観
の創出を図る。

参考データ 沖縄県の現状・推移

平成27年度の取組改善案 反映状況

①景観や親水性に配慮した海岸を整備するにあたって
は、必要な事項について意見交換会の実施や聞き取り
調査等により地元の意見を聴取し、整備済みの海岸に
ついても評価できる点や改善点を把握するため現状の
利用形態を調査し、類似する海岸の設計内容に反映さ
せる。また、管理面に関しても地元との連携を図ってい
く。

－

・景観や親水性に配慮した海岸を整備するにあたっては、景観に関する有識者及び市町村、区等の地
元の意見聴取等により現状や問題点を確認し、必要な対策を検討していく。

・景観や親水性に配慮した海岸を整備するにあたっては、必要な事項について意見交換会の実施や
聞き取り調査等により有識者や地元の意見を聴取し、設計内容に取り入れる必要がある。

　石積み式護岸や傾斜式護岸など景観・親水性に配慮した海岸整備の延長は、宮城海岸（北
谷町）、嘉陽海岸（名護市）などの取組により、基準値4,850mに対し改善幅3,501m、現状値
8,351m（前年度から431mの推進）となり、H28目標値8,940mは達成できる見込みであり、主な課
題の改善に寄与している。

○内部要因
―

○外部環境の変化
・本県の海岸は、海水浴、ダイビング、散策、行事など、様々な利用形態があり、景観や親水性に配慮
した海岸を整備するにあたっては、海岸ごとの利用形態や問題点を把握することが必要がある。

景観・親水性に配慮した海岸整備の
延長

事業名 活動内容

海岸整備費
　北谷町の北前海岸（L=90m）等について、良好な水辺環境・景観の
創出を図る。

成果指標

①伊佐海岸において、市町村との調整や地元への事業
説明を実施するなどして地元の意見を聴取し、景観や
親水性等への配慮を検討した。また、金武湾港海岸（金
武地区）の海岸整備後の管理の在り方について、地元
市町村と調整を行い連携を図った。

港湾海岸環
境整備事業

費

平成28年度計画

　金武湾港（金武地区）(L=900m）について、良好な水辺環境・景観の
創出を図る。
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実施計画
記載頁

70

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

40.9ha
供用面積

58.9ha
（累計）

→
国
県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

国直轄 国直轄 ―

1,007,631
(238,038)

963,932
(238,038)

内閣府
計上

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

- ―

979,414
(43,699)

内閣府
計上

主な取組

取組内容

公園費（社会
資本整備交

付金）

　首里城公園においては文化財調査、園路整備、中城
公園においては園路、散策路整備、浦添大公園におい
ては園路整備等を行った。

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　沖縄らしい文化的な歴史資産、風土および自然と共生する憩いの場を創出するため、
都市公園の整備を行う。

担当部課 土木建築部　都市計画・モノレール課

1-(6)-ア 沖縄らしい風景づくり施策展開

施策

供用面積

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

54.4ha 33.4ha　（暫定値)

公園費（社会
資本整備交

付金）

　首里城公園においては教養施設整備、文化財調査、中城公園にお
いては園路、トイレ整備、浦添大公園においては遊戯施設整備等を行
う。

(施策の小項目) ○景観・環境・利用に配慮した河川・海岸、公園等の整備

○各地域が有する自然、歴史、風土等を生かした沖縄らしい良好な景観の形成に向け
ては、市町村や地域住民が方向性を共有し、主体的に参画できる仕組みの構築が不可
欠である。

対応する
主な課題

平成28年度計画

国直轄
　国は国営沖縄記念公園首里城地区において、北城郭
地区の復元整備等を行っており、県営公園区域におい
ても、国営公園区域と一体となった整備を行った。

活動指標名

活動内容

国直轄
　国は国営沖縄記念公園首里城地区において、北城郭地区の復元整
備等を行い、県営公園区域についても、国営公園区域と一体となった
整備を行っていく。

事業名

②景観資源の保全・再生・利用

都市公園における風景づくり

やや遅れ

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　首里城公園においては文化財調査、園路整備、中城公園においては園路、散策路整備、浦添大
公園においては園路整備等を行ったが供用開始とはなっておらず、やや遅れとなった。

推進状況

実績値

歴史景観と調和する都市公園の整備

（首里城公園、中城公園、浦添大公園）



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

32.0ha
（22年度）

33.4ha
（27年度）

58.9ha 1.4ha ―

傾向 全国の現状

― ― ― ― ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

①公園用地取得に向け、地権者、所有者等の協力が得
られるよう粘り強く交渉を続け、事業が円滑に進められ
るよう市町村を通じ地元自治会や関係者等の協力を得
ながら推進する。また、管理区分の調整等の理由により
未だ一部供用開始されていない公園もあることから、事
業効果が発現できるよう部分的な供用の可能性につい
ても検証する。
②発掘調査等を担当する関係機関と連携を密にするこ
とで情報を共有し、今後とも事業進捗に向けて連絡調整
を行い、文化財に対して適切な対応を図りながら、事業
を推進していく。

―

・用地取得及び物件補償については交渉早期に市町村を通じ地元自治会、関係者等とも協力しながら公園事業
の必要性等を説明し、公園事業整備に必要な用地取得に努め、事業の円滑な推進をしていく必要がある。
・また、文化的に貴重な財産もあり、発掘調査も並行しながら整備を進める必要があるため、関係機関等の連携
が必要不可欠である。

・都市公園における風景づくりについて、公園用地取得に向けては、地権者、所有者等の協力が得られるよう粘り
強く交渉を続け、事業が円滑に進められるよう市町村を通じ地元自治会や関係者へ働きかけるなど、協力を得な
がら推進する。また、管理区分の調整等の理由により未だ一部供用開始されていない公園もあることから、事業
効果が発現できるよう部分的な供用の可能性についても検証する。
・さらに、発掘調査等を担当する関係機関と連携を密にすることで情報を共有し、今後とも事業進捗に向けて連絡
調整を行い、文化財に対して適切な対応を図りながら、事業を推進していく。

　歴史景観と調和する都市公園の供用面積については、基準値（22年度）32.0 、現状値（27年度）33.4 
と1.4 の微増に留まっている。公園事業の事業進捗を図るため、早期の公園事業用地取得に努め、事業
を推進しているところであるが、地権者等の協力が得られないことや発掘調査等を慎重に実施しながら進
めている等により、計画的な事業進捗が図れない箇所もあることから、大幅な供用面積拡大につながって
いない状況にある。H28目標値の達成は厳しい状況である。

○内部要因
・都市公園における風景づくりにおいて、中城公園については整備用地取得や物件補償の交渉に長期間を要して
いることから、計画的な進捗に地権者等の協力が得られるよう公園事業の必要性、重要性等を説明するなど、早
い段階から地元自治会等の関係者との協力体制が不可欠である。
・発掘調査も併行しながら公園整備を進めている部分もあり、文化的に貴重な財産が発見された箇所については
慎重に調査を行うことから、計画的な整備が難しい状況にある。

○外部環境の変化
―

①公園整備の効果を早期に発現させるため、市長村を
通じ地元自治会、関係者等とも協力しながら円滑な公
園整備に努めてきたものの、用地取得等により公園用
地の確保が計画通りできていない箇所については公園
の整備進捗が遅れている。
②発掘調査については関係機関との連絡調整を密に
行ったことで、計画通り調査が行われている。

成果指標

参考データ 沖縄県の現状・推移

歴史景観と調和する都市公園の供用
面積

平成27年度の取組改善案 反映状況



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

73

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

4.0km
無電柱化
整備延長

8.0km 8.0km 8.0km 8.0km

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

3,021,564
（1,507,314）

2,007,806
（1,180,347）

一括交付
金

（ハード）

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　地域における良好な景観形成及び歴史的な町並みの保全等を図るため、無電柱化を
推進し、沖縄らしい風景づくりに寄与する。

担当部課 土木建築部　道路管理課

1-(6)-ア 沖縄らしい風景づくり施策展開

施策

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

(施策の小項目) ○無電中化の推進

○観光地や市街地において、電柱等が景観形成を阻害していることから、無電柱化の推
進が求められている。

対応する
主な課題

沖縄振興公
共投資交付
金(街路)、

無電柱化推
進事業

　沖縄ブロック無電柱化推進協議会において策定
された無電柱化推進計画(H21～H25)での合意路
線である琉潭線等の無電柱化の推進（1.5ｋｍ）、
合意路線以外の県道１１４号線等におけるソフト
交付金を活用した要請者負担方式等による無電
柱化の推進(3.1km)を行った。

活動指標名

無電柱化整備延長 ８．０km ４．６km

②景観資源の保全・再生・利用

無電柱化推進事業

大幅遅れ

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

  計画８．０ｋｍ、実測４．６ｋｍとなり、大幅遅れとなっている。
　新規路線において設計を行っており、事業の推進・進捗が図られているが、一部路線
において埋蔵文化財の調査実施に時間を要していることから大幅遅れとなる。
 　無電柱化を推進することで、景観の向上、快適な歩行空間、台風等の災害時に電柱
の倒壊による道路の寸断等を防ぐ事ができる。

推進状況

実績値

要請者負担方式等による無電柱化の推進（景観）
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（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

1,320,715
(484,015)

一括交付
金

（ハード）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

49km
（23年）

65.5km
（27年）

85km 16.5km －

傾向 全国の現状

― ― ― ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

①次期無電柱化推進計画（H26～H30)（仮称）の
H27早期合意路線として、名護宜野座線や石垣空
港線など7路線、計画整備延長約５．６ｋｍを追
加。併せて、要請者負担方式の計画路線を追加
（那覇糸満線、県道114号線の延伸など）。

平成28年度計画

良好な景観形成に資する無電柱化
（無電柱化整備延長）

事業名 活動内容

沖縄振興公
共投資交付
金(街路)、

無電柱化推
進事業

　引き続き、合意路線である琉潭線等の外、要請者負担方式
で整備する県道１１４号線等において８ｋｍの無電柱化を図る。

成果指標

平成27年度の取組改善案 反映状況

①今後は、次期無電柱化推進計画(H26～H30)(仮
称)の早期合意路線以外の計画路線を策定し、他
事業の進捗を見極めながら平成28年度以降の要
請者負担方式の計画路線を選定、事業の進捗を
図る。

―

・埋蔵文化財調査や再開発事業など他事業と関連する事業区間について、進捗状況を見極めながら
計画を検討する必要がある。

・今後は、次期無電柱化推進計画(H26～H30)(仮称)の早期合意路線以外の計画路線をさらに追加策
定し、他事業の進捗を見極めながら平成29年度以降の要請者負担方式の計画路線を選定、事業の進
捗を図る。

　平成27年度は4.6kmを整備し、着実に無電柱化を進めており、観光地や市街地における良好
な景観形成に寄与する事が出来た。H27年度末で整備延長は目標の77kmに対して、65.5kmの
整備に留まっている状況であるため、H28目標値の達成は厳しい状況である。しかし、H26、H27
に一部路線が早期合意されており、目標達成に向けて引き続き整備を推進する。

○内部要因
―

○外部環境の変化
・合意路線の計画である無電柱化推進計画(H26～H30)(仮称)の策定が遅れており、新規の要請者負
担方式の計画路線を電線管理者と協議・選定することが出来ない状況である。また、埋蔵文化財調査
や再開発事業など他事業と関連する事業区間について遅れが生じている。

参考データ 沖縄県の現状・推移
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実施計画
記載頁

70

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体
1回
シンポジウム
の開催 →

県
市町村

関係団体

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

1,990 1,571
内閣府
計上

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

1,990
内閣府
計上

「主な取組」検証票

平成27年度実績

地域に根付いた古民家を保全・活用し、地域の活性化を図るため、シンポジウムを行い
景観の保全に資する取り組みの普及・促進を行う。

担当部課 土木建築部　住宅課

1-(6)-ア 沖縄らしい風景づくり施策展開

施策

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

(施策の小項目) ○古民家の保全・再生・利用

○景観を形成する古民家や集落は、都市化や老朽化などで失われつつあり、古民家の
保全に向けた技術者の育成や資材の確保等の取組が求められている。

対応する
主な課題

平成28年度計画

住宅建築に
係る講演会

　沖縄の伝統木造住宅等文化的建造物の保存修
理や環境共生住宅に関する取り組みを紹介する
シンポジウムを1月に１回開催した。（受講者数194
人）

活動指標名

シンポジウム開催数 1回 1回

事業名 活動内容

住宅建築に
係る講演会

　沖縄の木造住宅の保全・再生・利用を紹介するシンポジウム
を１回開催し、古民家の再生・活用の普及、啓発を図る。

②景観資源の保全・再生・利用

古民家を生かした地域活性化支援事業

順調

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　沖縄の古民家に関するシンポジウムを１回開催し、計画値を達成した。（１月開催、受
講者数：194人）
　同シンポジウム開催により、古民家の保全・再生・利用について普及・啓発が図られ
た。

推進状況

実績値

古民家の再生・活用の普及・促進
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（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

３地区
（23年度）

５地区
（27年度）

１０地区 2地区 ―

傾向 全国の現状

172名
（25年度）

201名
（26年度）

194名
（27年度）

→ ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

①②古民家の保全に関するシンポジウムを開催し
た。チラシ･ポスターを作成し、技術者をはじめ、学
生・一般まで幅広く呼びかけたところ、昨年度と同
程度の受講者数（194名）となり、技術者の育成や
県民に対して古民家の魅力を発信することができ
た。

景観地区数

成果指標

平成27年度の取組改善案 反映状況

①古民家の再生に係る大工や職人を増加させるた
めに建築技術者に向けて引き続き広く広報を行う。

②古民家の需要増及び古材の流通促進に資する
ため、シンポジウムの開催や「古民家再生活用部
会」（都市計画・モノレール課）への参加等、県民に
対して古民家の魅力を引き続き発信することとす
る。

（文化的建造物の保存修理等に関す
る）シンポジウム受講者数

・伝統的軸組工法で木造住宅を建築できる大工や職人を増やす必要がある。

・古民家の需要を増やすため、県民の関心を高める必要がある。

・景観を形成する古民家や集落の保全に向けた技術者の育成や資材の確保のため、古民家の再生に
係る大工や職人を増加させるために建築技術者に向けて広報を行う。また、古民家の需要増及び古
材の流通促進に資するため、シンポジウムの開催や「古民家再生活用部会」（都市計画・モノレール
課）への参加等、県民に対して古民家の魅力を引き続き発信することとする。

　沖縄の伝統木造住宅等文化的建造物の保存修理等を紹介するシンポジウムを開催し、194名
が受講し、技術者の育成及び古民家の保全・再生・利用の促進につながった。

○内部要因
―

○外部環境の変化
・伝統的軸組構法で木造住宅を建築できる大工や職人が、需要減少のためにほとんどいなくなってい
る。

・古材活用の課題として、古民家の解体、古材の加工や処理、保管や展示に手間と費用がかかり、販
売価格が新材の利用に比べ割高である。

参考データ 沖縄県の現状・推移
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実施計画
記載頁

73

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

13市町村
計画策定
市町村数

21市町村

→ 県

２　取組の状況（Do）
（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

― ― ―

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

― ―

②都市、道路、郊外及び農山村の緑化

市町村緑化推進支援事業

やや遅れ

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果推進状況

15市町村

　平成25年度に名護市が緑の基本計画を更新した。
　都市計画区域内21県内市町村の取組み状況を確認したが、新たに緑の基本計画を策定した市
町村はなく21市町村中15市町村の策定にとどまっている。
　今後、全市町村が緑の基本計画の策定及び更新、並びに風致地区指定等地域制緑地制度の活
用を図ることで、緑地面積の確保に資することができる。

事業名 活動内容

19市町村

―

　都市計画区域内21市町村と意見交換を行う。意見交換では、「緑の
基本計画」策定及び風致地区指定に向けた取組に対する課題を抽出
するとともに、近年「緑の基本計画」を策定（改定）した自治体による策
定（改定）に至るまでの課題への対応等についての事例紹介を行い、
「緑の基本計画」策定及び風致地区指定に向けた取り組みを促進す
る。
　また、市町村の「緑の基本計画」の共通方針となる性格を有する沖
縄県広域緑地計画について素案の作成を行う。

平成28年度計画

―

　都市計画区域内21市町村へ「緑の基本計画」策定及
び風致地区指定に向けた取り組み状況を確認したが、
平成27年度、該当市町村はなかった（「緑の基本計画」
策定市町村数　計画値：19市町村、実績値：15市町
村）。また、沖縄県広域緑地計画について、改定に向け
た基礎調査を北部・宮古・石垣で行った。

活動指標名

計画策定市町村数

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

(施策の小項目) ○風致地区の指定

○森林、都市緑化、公園緑化など緑化の対象は広範囲に及ぶため、行政のみならず、
地域住民、企業等との協働による県民一体となった緑化の推進が必要である。

対応する
主な課題

実績値

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　都市計画区域内21市町村に対し、緑地の適正な保全及び緑化の推進に関する緑の基
本計画策定並びに風致地区指定等の地域制緑地制度の活用に向けて技術的指導、支
援を行い、対象となる全市町村が計画策定、制度の活用をすることで、都市計画区域内
における緑地面積の確保を図る。

担当部課 土木建築部　都市計画・モノレール課

1-(6)-イ 花と緑あふれる県土の形成施策展開

施策

主な取組

「緑の基本計画」策定に対する市町村への技術的指導・支援

風致地区指定の促進に向けた市町村への技術的指導
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（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

65,155ha
（18年度）

69,013ha
（23年度）

維持 3,858ha ―

傾向 全国の現状

15市町村
（25年）

15市町村
（26年）

15市町村
（27年）

→ ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）
（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

都市計画区域内緑地面積

緑の基本計画策定市町村数

参考データ 沖縄県の現状・推移

成果指標

・地球温暖化防止対策推進のため、市町村緑化推進支援事業については、県内各市町村と緑化施策
について意見交換を行い、「緑の基本計画」の策定及び更新、風致地区の指定など、良好な自然環境
等の保全を図る地域制緑地の指定に向けた取組を促進する。また意見交換会、アンケートにより抽出
された課題について、策定事例の紹介を行う。

○内部要因
「緑の基本計画」の策定及び風致地区の指定に向け、市町村との意見交換会やアンケートにより課題
の抽出を行い、更なる理解・取り組みを求める必要がある。

○外部環境の変化
―

　平成22年度に都市計画区域が増加したこと等から、現状値の緑地面積は基準値より増加し
た。
　また、平成25年度は、名護市が緑の基本計画の更新をおこなった。
　平成27年度において、未策定市町村に対して緑の基本計画の策定及び更新、並びに風致地
区指定等の地域制緑地制度の活用を図ることで、都市計画区域内における緑地の確保につな
げ、平成28年度は目標値「現状維持」の達成を見込んでいる。

・「緑の基本計画」が未策定の市町村に対し計画策定について理解を求め、さらに策定後10年を経過
する市町村に対しては、計画の検証及び更新を促進する必要がある。また、風致地区を拡大するた
め、各市町村に対し風致地区の意義を説明し、理解を求める必要がある。策定、指定に向け意見交換
会、アンケートにより未指定市町村において課題の抽出を行う。

①都市計画区域内21市町村と緑の基本計画の策
定や更新等について意見交換を行うとともに、事
例紹介を行った。

平成27年度の取組改善案 反映状況

①・昨年度の都市計画区域内21市町村へのアン
ケート結果では、「緑の基本計画」の策定及び見直
しの予定がない市町村が多いことから、昨年度に
引き続き、県内各市町村と緑化施策について意見
交換を行い、「緑の基本計画」の策定及び更新、並
びに風致地区の指定など、良好な自然環境等の保
全を図る地域制緑地の指定に向けた取組を促進
する。また意見交換会、アンケートにより抽出され
た課題について、策定事例紹介を行う。
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実施計画
記載頁

73

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

1,524ha
供用面積

1,736ha
（累計）

→
国
県

市町村

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

国直轄 国直轄 ―

2,308,996
(356,265)

1,048,793
(356,265)

内閣府
計上

2,963,605
(1,865,150)

2,020,032
(1,107,937)

一括交付
金

（ハード）

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　災害時の避難場所、環境緑化や自然の保全、緑とふれあう憩いの場所の創出、レクリ
エーション活動の場としての都市公園整備を行う。

担当部課 土木建築部　都市計画・モノレール課

1-(6)-イ 花と緑あふれる県土の形成施策展開

施策

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

公園費（社
会資本交付

金）

　県営都市公園事業において、用地買収や園路、
広場等の整備を行った。

沖縄振興公
共投資交付
金（市町村

事業）

　県は、市町村都市公園事業において、用地買収
や園路広場、便益施設等の整備を行うための補
助を行った。

(施策の小項目) ○都市公園の整備

○沖縄らしい熱帯・亜熱帯性の花木等を活用し、市街地や観光地をはじめ、その地域に
ふさわしい緑地の創出が必要である。

対応する
主な課題

国直轄

　国は国営沖縄記念公園首里城地区において、
北城郭地区の復元整備等を行っており、県営公園
区域においても、国営公園区域と一体となった整
備を行った。

活動指標名

供用面積 1683ha 1475ha（暫定値）

②都市、道路、郊外及び農山村の緑化

都市公園における緑化等の推進

やや遅れ

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　県営公園及び市町村営公園において、環境緑化や自然の保全、緑とふれあう憩いの
場所の空間創出に向けて用地買収や園路整備、休養施設等の整備を行ったが、都市公
園の供用面積が実績値1,457 と計画値（1,683 ）までには至らず、やや遅れとなった。

推進状況

実績値

花と緑にあふれた都市公園や緑地の計画的な整備
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（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

国直轄 ―

2,945,294
(1,260,203)

内閣府
計上

1,327,896
(186,360)

一括交付金
（ハード）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

10.6㎡/人
(22年度)

10.8㎡/人
（26年度）

13.0㎡/人 0.2㎡/人
10.2㎡/人
（26年度）

傾向 全国の現状
― ― ― ― ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

平成28年度計画

都市計画区域における一人当たりの
都市公園面積

事業名 活動内容

国直轄
　国は、国営沖縄記念公園首里城地区において、北城郭地区の復元
整備等を行い、県営公園区域においても、国営公園区域と一体となっ
た整備を行う。

成果指標

①公園整備の効果を早期に発現させるため市町村を通
じ地元自治会、関係者等とも協力しながら円滑な公園
整備に努め、さらに市町村公園等の一部完成した公園
については部分的な供用開始に取り組み、供用面積を
増加することができたが、目標値までには至らなかっ
た。

公園費（社会
資本交付金）

―

・公園整備については、公園用地取得に長期間を要することから、地権者等への事業への理解が早期に得られ
るよう市町村を通じ地元自治会、関係者等とも協力しながら事業を推進していく。また、整備の効果を早期に発現
させるため、部分的な供用開始も含めた効率的かつ効果的な整備に努める必要がある。

・その地域にふさわしい緑地の創出のため、都市公園整備については、引き続き公園用地取得に向け、地権者、
所有者等の協力が得られるよう粘り強く交渉を続け、事業が円滑に進められるよう市町村を通じ地元自治会や関
係者等の協力を得ながら推進する。また、管理区分の調整等の理由により未だ一部供用開始されていない公園
もあることから、事業効果が発現できるよう部分的な供用の可能性についても検証する。

　早期の公園事業用地取得に努め、事業を推進しているところであるが、地権者等の協力が得られないこ
と等により、計画的な事業進捗が図れない箇所もあることから、都市計画区域における一人当たりの都市
公園面積は横ばい（基準値（22年度）10.6㎡/人　現状値（26年度）10.8㎡/人 改善幅0.2㎡/人）に留まって
おり、目標達成に向けて課題がある。今後は、粘り強く用地交渉を行っていくと共に事業効果が発現できる
よう部分的な供用も検証することで、目標達成に向けて取り組んでいく。

○内部要因
・公園整備を行うにあたり公園予定地の用地確保が必要となるが、用地取得や物件補償において、事業への理
解が得られないことや代替地が確保できない等により地権者の協力が得られないため、契約に至るまでの交渉に
長期間を要している。

○外部環境の変化
―

　県営都市公園事業において、用地買収や園路、遊戯施設等の整備
を行う。

沖縄振興公共
投資交付金（市

町村事業）

　県は、市町村都市公園事業において、用地買収や園路広場、便益
施設等の整備を行うため、市町村への補助を行う。

参考データ 沖縄県の現状・推移

平成27年度の取組改善案 反映状況

①公園整備については、公園用地取得に向け、地権
者、所有者等の協力が得られるよう粘り強く交渉を続
け、事業が円滑に進められるよう市町村を通じ地元自治
会や関係者等の協力を得ながら推進する。また、管理区
分の調整等の理由により未だ一部供用開始されていな
い公園もあることから、事業効果が発現できるよう部分
的な供用の可能性についても検証する。



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

73

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体
0km
道路緑化・重
点管理延長

70km
（累計）

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

490,000 489,910
一括交付

金
（ソフト）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

490,000
一括交付

金
（ソフト）

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　亜熱帯性気候の特性を生かした魅力ある花や緑であふれる県土を形成するため、観
光地アクセス道路の重点緑化を行い、沖縄らしい風景づくりを推進するとともに、温暖化
防止に寄与する。

担当部課 土木建築部　道路管理課

１－（６）－イ 花と緑あふれる県土の形成施策展開

施策

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

(施策の小項目) ○道路の緑化

○主要な道路及び観光地へのアクセス道路等の沿道空間において、道路緑化及び植栽
管理強化による沖縄らしい風景の創出・沿道等の周辺環境に配慮したアメニティ空間の
創出が求められている。

対応する
主な課題

平成28年度計画

沖縄フラ
ワークリエイ
ション事業

　国際通りや首里城等の観光地へアクセスする40
路線（60km）について、緑化（草花等）を実施した。

活動指標名

道路緑化・重点管理延長 55km 60km

事業名 活動内容

沖縄フラ
ワークリエイ
ション事業

　平成２７年度までに緑化した箇所の継続と新たに観光地へア
クセスする道路への緑化を推進する。計画値：70km（累計）

②都市、道路、郊外及び農山村の緑化

沖縄フラワークリエーション事業

順調

推進状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　計画 55ｋｍに対し、実績60ｋｍとなっており、順調に進捗している。
　国際通りや首里城等の観光地へアクセスする40路線（60ｋｍ）について、緑化（草花等）
を実施したことにより、観光地沖縄としてのイメージアップと、温暖化防止に寄与すること
ができた。

推進状況

実績値

観光地アクセス道路の緑化・重点管理



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

0km
（23年）

280km
（27年）

280km 280km －

傾向 全国の現状

－ － － － －

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

①定期的なパトロール等を実施し、草花等の育成
管理を年間通じて実施した。
②季節や植栽箇所の状況等に応じ、草花や花木
を選定し、植物が良好な状態を保てるよう灌水な
どの対応を取った。また、各事務所単位で造園業
者と会議等を実施し、品質の向上に努めた。

主要道路における緑化延長

成果指標

平成27年度の取組改善案 反映状況

①定期的なパトロール等により生育・開花の状況
を継続的に確認する。
②植栽箇所の環境条件に応じた適切な花木や草
花を各季節で開花できるように選定や管理方法、
育成点検、灌水手法について検証し、各土木事務
所や造園業者と連携して改善策を検討しながら、
品質確保と向上を図っていく。

－

・年間を通して花や道路植栽を良好に保つためには、気候や周辺環境に応じた花木や草花を選定し、
適切な育成点検や灌水を行うことが重要である。

・定期的なパトロール等により生育・開花の状況を継続的に確認し、植栽箇所の環境条件に応じた適
切な花木や草花を各季節で開花できるように選定や管理方法、育成点検、灌水手法について検証し、
各土木事務所や造園業者と連携して改善策を検討しながら、品質確保と向上を図っていく。

　国際通りや首里城等の観光地へアクセスする４０路線（６０ｋｍ）について、緑化（草花等）を実
施したことにより、沖縄らしい風景の創出・沿岸等の周辺環境に配慮したアメニティ空間の創出
に寄与する事が出来た。

○内部要因
・沖縄観光のイメージアップのため、観光地までの主要アクセス道路について、年間を通して花と緑の
ある良好な道路空間を創出し、道路景観の向上と維持させる取り組みが求められている。

○外部環境の変化
―

参考データ 沖縄県の現状
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実施計画
記載頁

73

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体
0km
道路緑化・育
成管理延長

280km
（累計）

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

785,259 785,259 県単等

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

922,130 県単等

②都市、道路、郊外及び農山村の緑化

主要道路における沿道空間の緑化事業

やや遅れ

進捗状況の判定根拠及び平成27年度取組の効果

　道路緑化・育成管理を延長距離で280ｋｍ行った。適正管理とされる除草（年４回）が行
えなかったことから（実績：年平均2.5回の除草等）、やや遅れとした。

推進状況

実績値

280km 280km

事業名 活動内容

県単道路維
持費

　平成28年度は、今年度以上に除草（年平均３回以上）や街路
樹の剪定等を実施し、沿道環境に配慮した道路空間の創出を
図る。

(施策の小項目) ○道路の緑化

○主要な道路及び観光地へのアクセス道路等の沿道空間において、道路緑化及び植栽
管理強化による沖縄らしい風景の創出・沿道等の周辺環境に配慮したアメニティ空間の
創出が求められている。

対応する
主な課題

平成28年度計画

県単道路維
持費

　沿道空間における除草（年平均２．５回）や道路
植栽・街路樹の剪定等を実施した。

活動指標名

道路緑化・育成管理延長

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

「主な取組」検証票

平成27年度実績

　亜熱帯性気候の特性を生かした魅力ある花や緑であふれる県土を形成するため、観
光地アクセス道路の重点緑化を行い、沖縄らしい風景づくりを推進するとともに、温暖化
防止に寄与する。

担当部課 土木建築部　道路管理課

１－（６）－イ 花と緑あふれる県土の形成施策展開

施策

観光地アクセス道路の緑化・重点管理観光地アクセス道路の緑化・重点管理亜熱帯性気候を活かした道路植栽・街路樹の育成管理



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

0km
（23年）

280km
（27年）

280km 280km ―

傾向 全国の現状

― ― ― － ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

参考データ 沖縄県の現状

平成27年度の取組改善案 反映状況

①適正管理（年４回実施）により良好な沿道空間を
創出する必要があることから、維持管理費の予算
増額と協力団体（シルバーやボランティア等）の増
員も含め取り組んでいきたい。

―

・道路の植栽管理については、平成２７年度まで年２．５回の除草と交差点部など必要最小限での街
路樹の剪定しか行えていなかったが、平成２８年度からは除草に関する予算を増額して除草回数を増
やし、適正な管理に努める予定である。
・なお、街路樹の剪定については、路線状況に応じて優先順位をつけて効果的な樹木の管理に取り組
む予定である。
・また、道路ボランティアとの協働による美化にも取り組んでおり、ボランティアの支援強化と普及啓発
にも努めていく。

・道路植栽の適正管理（除草年４回程度）により良好な沿道空間を創出する必要があることから、計画
的除草や街路樹剪定を行う必要がある。
・道路の植栽管理において、周辺住民との協働管理はますます重要となっており、道路ボランティアの
普及啓発にむけて、各種支援内容の充実や広報等を推進する。

　適正管理としては、年４回の除草と、数年に１回の剪定が必要である。現状では、年平均２．５
回の除草と、交差点部など必要最小限での街路樹剪定しか行えていないが、道路の植栽管理
を行うことで、主要道路における緑化延長２８０kmの植栽管理を実施することが出来た。

○内部要因
・主要道路における沿道空間の緑化事業については、沿道環境に配慮した道路空間の創出のため、
年４回程度の除草作業が必要であり、路線の状況に合わせて除草回数を増やすなど、主要路線の重
点管理に取り組む必要がある。
・街路樹の剪定に関しては、交差点部などの必要最小限しか行えず、適正管理の観点からは改善す
べき点が多い。

○外部環境の変化
―

主要道路における緑化延長

成果指標

①予算を増額し、前年度よりも除草回数を増やす
などの対応をとった。街路樹の剪定に関しても、視
認性の確保に努め、安全向上を図った。
 また、道路ボランティアの支援と普及にも努め、
前年度にから６団体増加させることができた。


